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【  基 本 的 事 項  】  
 １．［年 度 報 告     ］ 毎年、決算終了後４ヶ月以内に提出 

 ２．［許可の更新］ 許可は５年間有効。有効期限満了３０日前までに提出 

 ３．［変 更 届     ］ 定められた必要書類を添付の上、提出 

変更事項 個人 法人 変更後提出期限 
 商号・所在地  ○  ○  ３０日以内(登記後ではありません) 

 役員・資本金   ○         同    上 

 電話番号・(FAX 番号)  ○  ○  ３０日以内 

 専任技術者  ○  ○  ２週間以内 

 経営業務管理責任者   ○  ２週間以内 

 国家資格者  ○  ○  速やかに 

 

【  手 続 きの流 れ  】  
 
年 
度  公共工事を希望する場合 

１
年
目 

 

1.新規許可申請 

2.年度報告 

 

1.新規許可申請 

2.年度報告 

3.◯注
１分 析 

4.○注
２経 審 

5.入札参加資格申請 

２
年
目 

1. 年度報告 1.年度報告 

2. 分  析 

3. 経  審 

4. 経審基準日変更届

３
年
目 

1.年度報告 1.年度報告 

2. 分  析 

3. 経  審 

4. 経審基準日変更届

5.入札参加申請 

４
年
目 

1.年度報告 1.年度報告 

2. 分  析 

3. 経  審 

4. 経審基準日変更届

５
年
目 

1.年度報告 1.年度報告 

2. 分  析 

3. 経  審 

4. 経審基準日変更届

5.入札参加申請 

６
年
目 

1.更新許可申請 

2.年度報告 

 

 

 

 

1.更新許可申請 

2.年度報告 

3. 分  析 

4. 経  審 

5. 経審基準日変更届

公 共 工 事 を希 望 する場 合 は、下 記

の経営事項審査（経審)を受けていること

が義務付けられており、その上で各行政庁

へ入札参加資格申請を行います。 
(建設業法第27 条の 23)

◯注 １経営状況分析申請(分析) 

   税抜財務諸表を分析機関へ郵送､経営

状況を点数評価してもらいます。 
  →2 週間位のち、 

※ 1『経営状況分析終了通知書』 
          郵送にて 到 着 

    ◯注 ２ 経営規模等評価申請書 
    総 合 評 定 値 請 求 書 
   上記※１を添付の上、申請。 
    →3 週間位のち、 

経営規模等評価結果通知書 
     総 合 評 定 値 通 知 書 

※  
 

『経営事項審査結果通知書』 
     県から郵送で 到 着 

   但し､この通知書は有効期限(基準決算日

より１年７ｶ月)があるので､要注意！ 
  内容は… 
  1.経営状況 
  2.完成工事高 
  3.技術力+元請ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力 
  4.自己資本､(営業利益+減価償却費)/2 
  5.社会性 
  ・雇用･社会保険加入 
  ・建設業退職金共済制度加入 
  ・退職一時金・企業年金制度加入 
  ・法定外労災加入 
  ・官公庁等との防災協定締結の有無 

・法令遵守の状況 
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